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d及び
e

z0900110

小規模水道事業
施設向けの水質
検査事業要件の
緩和

水道法第２０条

　水道事業者等は水質基
準確保の確認のため水質
検査が義務づけられてい
る。
　水道事業者等は水質検
査に必要な検査施設を設
置しなくてはならない
が、この水質検査の業務
（分析業務）を地方公共
団体の機関又は厚生労働
大臣の指定する者（年度
内に施行予定の改正水道
法では「厚生労働大臣の
登録を受けた者」）に委
託した場合には、この検
査施設の設置義務は適用
されない。

-

今国会で成立した水道法
の改正（年度内に施行予
定）により、指定制度か
ら国の裁量の余地のない
形の登録制度に移行する
ことになり、水道法に明
示された登録要件を満た
せばだれでも登録検査機
関となることができる。
このため、水道水の検査
を満足して実施できる能
力があって登録要件を満
たせば、要望主体は登録
機関として水道水の水質
検査を実施することが可
能である。
　なお、検査手数料につ
いては、登録の要件とさ
れておらず、検査機関が
それぞれ料金を設定する
ことは可能であって、事
実誤認である。

今国会の水道法
改正は、「公益
法人に対する行
政の関与の在り
方の改革実施計
画」（閣議決
定）に基づくも
ので、これまで
の指定制度から
国の裁量の余地
ない形の登録制
度に移行するも
のであるが、そ
の効果の一つと
して、民間の参
入が促進され、
競争を通じた
サービス向上、
民間検査ビジネ
スの活性化が期
待できるものと
考えられる。

改正水道法の施行と同時
に、要望主体の指摘に関
する事項、今回の水道法
の趣旨のひとつである民
間事業者の活力の積極的
な利用などについて、自
治体などの水道事業者に
周知徹底する通知の発出
を含め、検討し示された
い。

d及び
e -

今国会で成立した水道法
の改正（年度内に施行予
定）により、指定制度か
ら国の裁量の余地のない
形の登録制度に移行する
ことになり、水道法に明
示された登録要件を満た
せばだれでも登録検査機
関となることができる。
このため、水道水の検査
を満足して実施できる能
力があって登録要件を満
たせば、要望主体は登録
機関として水道水の水質
検査を実施することが可
能である。
　また、検査手数料につ
いては、登録の要件とさ
れておらず、検査機関が
それぞれ料金を設定する
ことは可能であって、事
実誤認である。
　なお、今般の水道法改
正については、全国水道
関係担当者会議（平成１
５年２月開催）等の場で
その趣旨の周知徹底を
図っているところであ
り、今後とも施行規則の
公布等の機会を捉え施行
通知等の必要な情報提供
を行い、その趣旨の周知
徹底を図っていくことと
している。

水道の水質検査を行う機
関の指定制度が登録制度
へ移行すること（平成１
５年度中施行）に伴い、
平成15年度中に、関係者
への通知の発出等を行
い、徹底した周知を図る
ことについて見解を示さ
れたい。

最終
確認
事項
に対
して
はa
（初
期の
要望
に関
して
はd及
びe）

Ⅳ

水道の水質検査を行う期
間の指定制度が登録制度
へ移行すること（平成１
５年度中施行）につい
て、関係者への通知を発
出等を行い、徹底した周
知を図る。

5006

水道の水質検査は水道法
第２０条３項により厚生
労働大臣の指定するもの
が行なうこととなってい
るが、飲料水の水質検査
を行う事業の登録事業者
及び計量法第１０７条２
号による登録を受けた事
業者は水道法第４条２項
の規定に基づき定められ
た水質基準に関する省令
の各項目を十分に満足す
る検査を行う能力、検査
に必要な機械器具、設
備、資格者を併せ有して
おり、小規模給水人口た
とえば1000人以下の専用
水道、簡易水道に限定し
た水質検査を行わせ特段
の検査手数料を設定する
ことを求める。

厚生労働省5006040 民間事業者 4
「一定規模以下
の水道の水質検
査を認める」。

z0900170
医薬部外品の審
査センター等の
判断の統一化

- - e -

医薬品副作用被害救済・
研究振興調査機構と医薬
品医療機器審査センター
の指示の内容について
は、定期的に開催してい
る担当者連絡会の他、相
互の連絡を密にするな
ど、その都度細かい指示
の整合化に努めている。
さらに、平成１６年４月
より医薬品副作用被害救
済・研究振興調査機構と
医薬品医療機器審査セン
ターを統合し、新たに独
立行政法人医薬品医療機
器総合機構を設立するこ
とから業務の一元化が図
られることととなる。ま
た、承認申請の進達業務
を行っている都道府県に
おいて、それに付随する
相談等の際に、都道府県
間の意見に違いが生じる
ことについては、都道府
県担当者会議等の場を通
じて、その整合化を努め
ている。

- 5007

現在行なわれている各都
道府県毎の製造許可に関
する判断基準の整合性を
取るためマニュアル化す
ることやガイドラインの
作成について具体的に検
討し、その時期について
も示されたい。
また、同様に、都道府県
がおこなっている承認申
請の進達業務に付随する
相談等の際の意見に違い
が生じていることについ
ても、担当者会議の場だ
けでなくマニュアル化す
ることやガイドラインの
作成について具体的に検
討し、その時期について
も示されたい。

a -

医薬品副作用被害救済・
研究振興調査機構と医薬
品医療機器審査センター
の指示の内容について
は、定期的に開催してい
る担当者連絡会の他、相
互の連絡を密にするな
ど、その都度細かい指示
の整合化に努めている。
さらに、平成１６年４月
より医薬品副作用被害救
済・研究振興調査機構と
医薬品医療機器審査セン
ターを統合し、新たに独
立行政法人医薬品医療機
器総合機構を設立するこ
とから業務の一元化が図
られることととなる。ま
た、承認後の品目毎の許
可に関する権限は都道府
県知事に委任されている
が、都道府県間の許可に
関する判断に差異が生じ
ないよう、Ｑ＆Ａの整備
及び都道府県の担当者の
連絡会議を行い、対応を
行っているところであ
り、今後、より徹底して
Ｑ＆Ａ等の周知をしてい
くこととする。なお、平
成１７年４月以降は進達
業務は廃止されるもので
ある。

医薬部外品の品目毎の許
可に関する判断に都道府
県間で差異が生じないよ
う、平成15年度中にQ&A等
により取扱いを周知す
る。

医薬部外品の申請の届出
制、範囲の拡大、期間の
短縮、審査センターの指
示の統一化、判断の統一
化

厚生労働省5007084
日本チェーン
ストア協会 8 薬事法関連

医薬部外品の品目毎の許
可に関する判断に都道府
県間で差異が生じないよ
う、平成15年度中にQ&A等
により取り扱いを周知す
ることについて見解を示
されたい。

a
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電離放射線障害防止規則
におけるX線装置と荷電粒
子を加速する装置につい
てX線を発生させる又は、
二次的に発生する場合、X
線量によって基準を設
け、X線量が少ない場合に
は、届出義務の簡素化を
図っていただきたい。

厚生労働省5009070 ソニー㈱ 7

電離放射線障害
防止規則におけ
るX線装置にかか
る届出義務の簡
素化

5009e -

走査型電子顕微鏡は、電
離放射線障害防止規則
（電離則）で想定してい
るサイクロトロン、ベー
タトロン等の「荷電粒子
を加速する装置」ではな
いため、労働安全衛生法
に基づく計画届は不要で
ある。
　通常の電子顕微鏡は、
放射線の世界でいう「荷
電粒子を加速する装置」
ではないことは、明らか
であることから、改め
て、通達等で、通常の電
子顕微鏡が電離則でいう
「荷電粒子を加速する装
置」でないことを示すこ
とは考えていない。
　電離則第15条第1項に列
挙されている放射線装置
のうち第4号「放射性物質
を装備している機器」に
ついては、電離則第2条第
2項に「放射性物質」の定
義が示されており、一定
の濃度又は一定の数量以
下の放射性物質を装備し
ている機器については届
出が不要である。なお、
第1号～第3号のエックス
線装置等放射線装置につ
いては、現在、放射線審
議会において、放射線を
発生する装置における規
制の免除の要件について
検討されている状況にあ
ることから、その検討を
待ちたいと考えている。

z0900230

電離放射線障害
防止規則におけ
るX線装置にかか
る届出義務の簡
素化

労働安全衛生法
第８８条、労働
安全衛生規則第
８６条及び第８
８条、労働安全
衛生規則別表第
７(機械等の種類
21）

電離則第15条第1項の放射
線装置（Ｘ線装置等）を
設置する等の場合には、
労働者の健康障害を防止
するため、労働基準監督
署へ設置等の届出を求め
ている。

要望者より、下記意見の
照会があることから、こ
の点について見解を示さ
れたい。
①走査型電子顕微鏡につ
いて労働安全衛生法に基
づく届出義務が課せられ
るかどうか。
②走査型電子顕微鏡につ
いて労働安全衛生法に基
づく届出義務が課せられ
ない場合において、当該
内容をガイドライン等で
示すことの可否。
③労働安全衛生法に基づ
き届出義務が課せられる
電離放射線障害防止規則
15条1項に列挙された放射
線装置について、一定の
数値により届出の要否を
峻別することの可否。

①回答は、労働者の健康
障害を防止するために届
出を求めるとのことであ
るが、要望者は、電離放
射線のひとつであるＸ線
が発生するテレビ等につ
いて届出が求められてい
ないこととの比較におい
て、Ｘ線が微量にしか発
生しない設備について適
用除外とする取り扱いを
求めているのであり、届
出が不要なテレビ等と届
出が必要な設備との間で
区別を設けることの合理
性を含めて検討された
い。
　また、要望者は電離放
射線の量や設備の構造を
基準として届出の要否を
判断することを求めてい
るので、その設定につい
ても検討されたい。
②仮に審査を行ううえ
で、量や設備の構造上の
基準等を設けているので
あれば、当該基準を満た
す設備の届出規制の適用
除外の可否について検討
いただきたい。

Ｃ Ⅲ

　労働安全衛生法第88条
に基づく計画届は、労働
者の危険及び健康障害の
防止を図るため、有害な
作業を必要とする機械等
について、事業者に対
し、その計画を当該工事
の開始日の30日前までに
届け出る義務を課してい
るものである。
　電離放射線障害につい
ては、電離放射線により
人体が受ける線量が少な
い場合であっても、人体
が何らかの影響を受ける
可能性(確率的影響）を否
定できないことから、不
必要な被ばくを防止する
等のため、当該計画届に
より、電離放射線装置に
よる健康障害を防止する
ための設備の適否につい
て審査し、必要な場合に
は当該計画の変更を命じ
るものとしているもので
あり、届出義務の簡素化
はできない。
　なお、平成６年９月３
０日付け基発第６１２号
「行政手続法等の施行に
ついて」において、届出
が法令上の要件に適合し
ている場合は受け付ける
こととされ、届出事務に
ついては申請者に過度の
負担をかけないものとし
ているところである。

Ｃ Ⅲ

 電離則の適用を受ける
エックス線装置には、テ
レビ、電子顕微鏡等他の
目的で用いられる装置で
副次的にエックス線が発
生する装置は含まれな
い。
 これは、副次的にエック
ス線が発生する量は、例
えばテレビで多くて数μ
Ｓｖ/hという微量である
のに対し、主体的にエッ
クス線装置を用いて間接
撮影や透視を行う場合に
は、1回当たり、約50～
600μＳｖの被ばくが考え
られているためである
 要望者の主張は一般論で
述べられているため、要
望者が主張する具体的な
エックス線装置のイメー
ジが描けないが、主体的
にエックス線装置を用い
て間接撮影や透視を行う
ためには、遮へい構造の
装置であっても、上記の
ような線量当量の放射線
が生じているため、管理
区域を設け、必要ある者
以外立ち入らせないこと
としており、副次的に
エックス線が生じるテレ
ビ等と比較して、そもそ
も保有する危険性が異な
るものである。
 電離放射線により人体が
受ける線量が少ない場合
であっても、人体が何ら
かの影響を受ける可能性
(確率的影響)を否定でき
ないことから、不必要な
被ばくを防止する等のた
め、本計画届により、放
射線装置による健康障害
を防止するための設備の
適否について審査し、必
要な場合には当該計画の
変更を命じるものであ
り、届出義務の簡素化は
できない。
  なお、放射線装置等の
届出は、基準認証を求め
ているものではないこと
から、審査を行う上で、
量や設備の構造上の基準

　回答では安全衛生管理
に責任を有する事業者に
より直接指揮命令できる
体制が必要なこと、衛生
管理者が当該事業場の業
務実態等を知悉していな
ければならないことを理
由としているが、要望で
は、業務委託会社の事業
場に「専属の者」を常駐
させる、としており、指
揮命令系統の担保はでき
ているものと考えられ
る。また、業務実態等の
知悉については常駐させ
る「専属の者」を衛生管
理者として選任させる際
に業務実態等を漏れなく
引き継ぐことが担保でき
れば問題ないものと考え
られる。
　以上の点を踏まえ、改
めて実施に向けた具体的
な対応策を検討し、示さ
れたい。

Ｃ

事業場における安全衛生
管理は事業者の責任であ
り、労働安全衛生法で
は、事業者が事業場に専
属の者（＝当該事業者に
雇用された者）を衛生管
理者として選任し、衛生
に関する技術的事項を管
理させなければならない
こととしている。
安全衛生管理に責任を有
する事業者が、衛生管理
者に対して直接指揮命令
を行い、その業務を遂行
させる必要があるが、請
負契約の場合、業務受託
会社の労働者に直接指揮
命令をすることはできな
いことから、これを衛生
管理者とすることは適当
ではない。
さらに、契約形態にかか
わらず、衛生管理者がそ
の職務を適切かつ円滑に
遂行するためには、現場
の実情や作業方法等を踏
まえた効果的な対策が実
施できるよう、衛生管理
者が当該事業場の業務実
態と過重労働等労働者の
健康に影響する様々な要
因を知悉していることが
必要である。
このようなことから、御
要望にお応えすることは
困難である。

z0900200

アウトソーシン
グ事業・機能分
社における第二
種衛生管理者選
任要件の緩和

労働安全衛生法
第１２条、労働
安全衛生規則第
７条

常時５０人以上の労働者
を使用する事業場は、そ
の事業場に専属の衛生管
理者を選任しなければな
らない。

Ｃ

衛生管理の最終責任は事
業者にあるため、衛生管
理者は事業者から直接指
揮命令を受けるととも
に、労働者に対して直接
指揮命令をする関係にな
ければならない。そし
て、衛生管理者は、こう
した指揮命令系統の下
で、責任や事業場の実態
に係る知識等を踏まえた
適切な配慮をしなければ
ならないため、事業者に
直接雇用されている者に
限っているものである。
　一方、衛生管理者のア
ウトソーシングを認める
とすると、その者はアウ
トソーシング会社の指揮
命令を受けることは排除
できないため、直接雇用
されている衛生管理者が
行うように事業者の意を
十分に受けた円滑な衛生
管理業務を行うことがで
きなくなるおそれがある
とともに、事業者もアウ
トソーシング会社に任せ
ているという意識から衛
生管理責任を十分に果た
さなくなるおそれがある
（なお、常駐すればこの
点に関しての担保ができ
るというものではな
い）。
　こうしたことから、御
要望にお応えすることは
困難である。

企業内分社化した場合に
おける衛生管理者のアウ
トソーシング化について
検討し、平成１６年度中
に結論を得ることについ
て見解を示されたい。

ｂ -

企業内分社化した場合に
おける衛生管理者のアウ
トソーシング化の可否に
ついて検討し、平成１６
年度中に結論を得る。

5009

労働安全衛生規則第７条
に定める「専属の者」の
現行の解釈「事業主と雇
用関係にある社員」を、
以下のように緩和するよ
う要望する。
①当該事業場における衛
生管理者の選任が第二種
衛生管理者で事足りる事
業場について、
②事業主と機能分社また
はアウトソーサー(業務受
託会社）との間で衛生管
理者の選任及び安全衛生
業務に従事させるにあ
たっての責任及び権限を
明示した業務委託契約書
を締結し、
③業務受託会社が第二種
衛生管理者資格を有する
業務受託会社の社員を選
任し、当該事業所に専属
で常駐、従事させること
を要件に、業務受託会社
の社員をも「専属の者」
として解釈に加え、衛生
管理者に選任することが
できるものとする。

厚生労働省5009010 ソニー㈱ 1

アウトソーシン
グ事業・機能分
社における第二
種衛生管理者選
任要件の緩和
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

z0900270
NPO法人の児童館
経営への参入

・児童館の設置
運営
（平成2年8月7日
厚生省発児第123
号　厚生事務次
官通知）
第４大型児童館
１A型児童館
（２）設置及び
運営の主体
設置及び運営の
主体は，都道府
県とする
ただし，経営に
ついては民法法
人及び社会福祉
法人に委託する
ことができるも
のであること。

児童館は、「児童館の設
置運営について」（平成2
年8月7日　厚生省発児第
123号　厚生事務次官通
知）により、小型児童
館、児童センター、大型
児童館Ａ型・Ｂ型に種類
が大別されており、大型
児童館は、設置・運営主
体が都道府県とされ、運
営については、民法第34
条の規定により設立され
た法人・社会福祉法人に
委託することができるこ
ととされている。

ｂ Ⅳ

平成16年４月を目途に児
童館の運営主体について
は、一定要件のもとにＮ
ＰＯ法人の児童館経営へ
の参入を可能にする方向
で検討する。

・回答では「一定要件の
もとに」可能とする方向
で検討するとされている
が、要望は児童健全育成
に関し様々なノウハウを
有するNPO法人の活用によ
る施設の活性化を目指す
ものであり、このような
NPO法人の参入が可能とな
るよう、更に具体的な対
応策を示されたい。

ｂ Ⅳ

本事業の会計区分を明確
にするなどの一定要件に
ついて検討することとし
ている。

株式会社、ＮＰＯ法人等
による児童館の設置及び
運営主体にかかる制限に
ついては、平成16年4月よ
り、大型児童館Ａ型の設
置を除き一定要件のもと
に撤廃することについて
見解を示されたい。

a Ⅳ

株式会社、ＮＰＯ法人等
による児童館の設置及び
運営主体にかかる制限に
ついては、平成16年4月か
ら、大型児童館Ａ型の設
置を除き、一定要件のも
とに撤廃する。

5017 5017010 宮城県 1 NPO法人の児童館経営への参入

・現在、都道府県が設置
する大型児童館の設置運
営は、平成2年の厚生事務
次官通知により都道府県
が主体となることを原則
とし、例外的に民法法人
及び社会福祉法人への経
営委託を認めている。
本通知を改正し、NPO法人
の児童館経営への参入を
可能にするよう要望す
る。

厚生労働省

z0900410
技能検定の受験
資格要件の緩和

職業能力開発促
進法第45条
職業能力開発促
進法施行規則第
64条から第64条
の７

技能検定を受検できる者
として、準則訓練を修了
した者、一定の期間の実
務経験を有する者、これ
らに準ずる者を法令によ
り規定しているところで
ある。

ａ Ⅲ

近年の技術の進展に伴
い、技能の質、内容に変
化が生じていること、一
定の技能を習得するまで
の期間が全体的に短縮傾
向にあること等を踏ま
え、受検資格について実
務経験年数を短縮するこ
とを検討しており、遅く
とも平成１６年度中に措
置することとする。

　速やかに実施いただく
とともに、実施時期につ
いて具体的に示された
い。

a Ⅲ

近年の技術の進展に伴
い、技能の質、内容に変
化が生じていること、一
定の技能を習得するまで
の期間が全体的に短縮傾
向にあること等を踏ま
え、受検資格について実
務経験年数を短縮するこ
とを検討しており、平成
１５年度中に結論を得
て、平成１６年度に措置
することとする。

技能検定の受検資格に必
要な実務経験年数につい
て、技能検定の等級及び
受検対象者の学歴等に応
じて短縮することについ
て検討し、結論を得て、
平成15年度中に実施され
ることについて見解を示
されたい。

a Ⅲ

技能検定の受検資格に必
要な実務経験年数につい
て、１級技能検定受検資
格者のうち実務経験のみ
の者については、12年か
ら７年にするなど、技能
検定の等級及び受検対象
者の学歴等に応じて短縮
し、16年度中に実施す
る。

5076 5076010 愛知県 1

技能検定の受験
資格の要件を緩
和し、技能検定
制度の普及を図
る。

技能検定を受検するに当
たっては受験資格が定め
られており、等級ごとに
実務経験、職業訓練の終
了等の条件が定められて
いる。可能な職種につい
て、必要とする実務経験
年数の短縮を図っていた
だきたい。

厚生労働省

z0900470

一般労働者派遣
事業と職業紹介
事業を兼業する
場合の業務兼任
等の容認

労働者派遣事業
関係業務取扱要
領
第４　一般労働
者派遣事業
１　許可手続
（６）　許可要
件－許可基準

一般労働者派遣事業と民
営職業紹介事業を兼業す
る場合の許可要件とし
て、①派遣元責任者と紹
介責任者が同一の者では
ないこと、②両事業に直
接たずさわる職員が両事
業の業務を兼任するもの
ではないこと等組織が明
確に区分されていること
が必要である。
なお、過去３年間、労働
者派遣法に違反する行為
を行うことなく労働者派
遣事業を行ってきた事業
所又は職業安定法に違反
することなく職業紹介事
業を行ってきた事業所
が、労働者派遣事業と職
業紹介事業を兼業する場
合については、平成１６
年１２月１日までの間
は、上記の要件を満たし
ていなくても差し支えな
いこととなっている。

ｂ Ⅳ

一般労働者派遣事業と民
営職業紹介事業を兼業す
る場合の許可要件とし
て、①派遣元責任者と紹
介責任者が同一の者では
ないこと、②両事業に直
接たずさわる職員が両事
業の業務を兼任するもの
ではないこととされてい
る要件の在り方について
は、規制改革推進３か年
計画（再改定）を踏ま
え、平成１５年度中に検
討を開始し、平成１６年
１１月末までに結論を得
ることとなっている。

　結論の前倒しの可否を
検討し、示されたい。 ｂ Ⅳ

　本年秋から検討を開始
し、できるだけ速やかに
結論を得ることとした
い。

労働者派遣事業等の許可
基準における①派遣元責
任者と紹介責任者が同一
の者ではないこと、及び
②両事業に係る指揮命令
系統が明確に区分され、
両事業に係る直接担当職
員が両事業の業務を兼任
するものではないことと
されている要件の在り方
について検討し、結論を
得て、平成16年11月末ま
でに実施されることにつ
いて見解を示されたい。

a Ⅳ

労働者派遣事業等の許可
基準における①派遣元責
任者と紹介責任者が同一
の者ではないこと、及び
②両事業に係る指揮命令
系統が明確に区分され、
両事業に係る直接担当職
員が両事業の業務を兼任
するものではないことと
されている要件の在り方
を一定の条件の下にその
兼任を認める経過措置が
終了するまでに検討し、
結論を得て、平成１６年
１１月末までに所要の措
置を講じる。

5091 5091010 東京都足立区 1

一般労働者派遣
事業と職業紹介
事業を兼業する
場合の業務兼任
等の容認

一般労働者派遣事業と職
業紹介事業を兼業する事
業所に属する職員が、派
遣元責任者と紹介責任者
を兼任できるよう要望す
る。

厚生労働省
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

z0900590
児童館の設置及
び運営主体にか
かる制限の撤廃

「児童館の設置
運営について」
（平成２年８月
７日付児発第１
２３号　厚生事
務次官通知）

児童館は、「児童館の設
置運営について」（平成2
年8月7日　厚生省発児第
123号　厚生事務次官通
知）により、小型児童
館、児童センター、大型
児童館Ａ型・Ｂ型に種類
が大別されており、小型
児童館・児童センターの
設置・運営主体は、市町
村・民法第34条の規定に
より設立された法人・社
会福祉法人とされ、大型
児童館は、設置・運営主
体が都道府県とされ、運
営については、民法第34
条の規定により設立され
た法人・社会福祉法人に
委託することができるこ
ととされている。

ｂ Ⅳ

平成16年４月を目途に児
童館の設置及び運営主体
については、大型児童館
Ａ型の設置を除き、制限
を撤廃することとし、一
定要件のもとに設置・運
営ができる方向で検討す
る。（大型児童館Ａ型の
設置主体については、都
道府県内にある小型児童
館、児童センターの指導
及び連絡調整等の役割を
果たす必要があることか
ら、従前どおり、都道府
県が設置することとす
る。）

・回答では大型児童館Ａ
型の設置を除き「一定要
件のもとに」設置・運営
ができる方向で検討する
とされているが、要望内
容は主体制限の撤廃を求
めるものであることか
ら、「一定要件」の内容
について更に具体的な対
応策を示されたい。

ｂ Ⅳ

設置・運営者に社会福祉
事業についての知識経験
を有することなどの一定
要件について検討するこ
ととしている。

株式会社、ＮＰＯ法人等
による児童館の設置及び
運営主体にかかる制限に
ついては、平成16年4月よ
り、大型児童館Ａ型の設
置を除き一定要件のもと
に撤廃することについて
見解を示されたい。

a Ⅳ

株式会社、ＮＰＯ法人等
による児童館の設置及び
運営主体にかかる制限に
ついては、平成16年4月か
ら大型児童館Ａ型の設置
を除き、一定要件のもと
に撤廃する。

5100 5100220 東京都 22
児童館の設置及
び運営主体にか
かる制限の撤廃

児童館の設置及び運営主
体にかかる制限を撤廃す
ること。

厚生労働省

z0900540

痴呆性高齢者グ
ループホームの
設置促進を目的
とした規制等の
緩和

（ユニット数の
規制について）
指定居宅サービ
ス等の事業の人
員、設備及び運
営に関する基準
（平成１１年厚
生省令第３７
号）第１５９条
第１項

（工業地域の規
制について）
「指定居宅サー
ビス等の事業の
人員、設備及び
運営に関する基
準について」
（平成１１年９
月１９日老企第
２５号　厚生省
老人保健福祉局
企画課長通知）
第１２の４の
（７）③イ

（ユニット数の規制につ
いて）
痴呆性高齢者グループ
ホームの事業所における
共同生活住居（以下、
「ユニット」という。）
の数は、１又は２として
いる。

（工業地域の規制につい
て）
痴呆性高齢者グループ
ホームの設置地域につい
ては、都市計画法の用途
地域のうち、工業地域及
び工業専用地域は認めて
いない。

Ｃ

（ユ
ニッ
ト数
の規
制に
つい
て）
Ⅲ

（工
業地
域の
規制
につ
い
て）
Ⅳ

○グループホームは、痴
呆性高齢者に居住サービ
スを提供するものである
が、今後のサービス体系
としては、「通い」「訪
問」「泊まり」「入居」
といったサービスが、高
齢者の心身の状況の変化
に対応して切れ目なく提
供されるようにすること
が求められており、今後
の介護保険制度全般にわ
たる見直しの中で、こう
した小規模・多機能サー
ビス拠点について検討し
ていきたいと考えてい
る。
○なお、ユニット数につ
いては、痴呆性高齢者が
住み慣れた地域でなじみ
の人たちとの関係を保ち
ながら生活できるように
するため、２ユニットま
でとしているところであ
る。
○また、立地について
は、痴呆性高齢者と地域
住民との交流を確保する
観点から、工業地域への
設置は認めていないもの
である。

①回答ではユニット数の
規制について、痴呆性高
齢者が住み慣れた地域で
なじみの人たちとの関係
を保ちながら生活できる
ようにするためとしてい
るが、要望にあるように
地域特性を考慮した柔軟
な対応を図る観点から、
一定の条件を付す等代替
措置を創設したうえで、
ユニット数の制限を緩和
する方策について、再度
具体策を検討されたい。

②回答では工業地域の立
地規制について、地域住
民との交流の確保の観点
から一律に認めていない
としているが、要望にあ
るように地域特性を考慮
した柔軟な対応を図る観
点から、一定の条件を付
す等代替措置を創設した
うえで、工業地域への設
置を認めることについ
て、再度具体策を検討さ
れたい。

Ｃ

（ユ
ニッ
ト数
の規
制に
つい
て）
Ⅲ

（工
業地
域の
規制
につ
い
て）
Ⅳ

○グループホームは、痴
呆性高齢者に居住サービ
スを提供するものである
が、今後のサービス体系
としては、「通い」「訪
問」「泊まり」「入居」
といったサービスが、高
齢者の心身の状況の変化
に対応して切れ目なく提
供されるようにすること
が求められており、今後
の介護保険制度全般にわ
たる見直しの中で、こう
した小規模・多機能サー
ビス拠点について検討し
ていきたいと考えてい
る。
○なお、工業地域は、地
方公共団体の長が都市計
画法に基づいて、主とし
て工業の利便を増進する
ため定めた地域であり、
グループホームの立地は
適当ではない。

痴呆性高齢者グループ
ホームの設置に関する工
業地域における設置規制
について、一定の場合に
は緩和することについて
検討し、平成１５年度中
に措置することについて
見解を示されたい。

ａ

（工
業地
域の
規制
につ
い
て）
Ⅳ

痴呆性高齢者グループ
ホームの工業地域におけ
る設置規制について、住
み慣れた地域での生活の
継続や地域住民との交流
など適切な痴呆性高齢者
ケアが確保される一定の
場合には緩和することを
検討し、平成１５年度中
に措置する。

5100 5100030 東京都 3

痴呆性高齢者グ
ループホームの
設置促進を目的
とした規制等の
緩和

指定居宅サービス等の事
業の人員、設備及び運営
に関する基準で定める痴
呆性高齢者グループホー
ムのユニット数の規制
や、厚生労働省通知で定
める工業地域への設置規
制を緩和し、地域特性を
考慮した柔軟な対応を図
る。

厚生労働省
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

z0900670
調剤報酬明細書
の再審査請求の
基準撤廃

「処方せんによ
る調剤に係る診
療報酬請求に対
する審査の実施
について」（昭
和６３年３月１
９日保発第２３
号）

・　２０００点以上の調
剤報酬明細書について
は、審査支払機関に再審
査を申し出ることができ
る。

c,f Ⅳ

・　調剤報酬明細書の再
審査は、医療費を適正化
する観点から、診療報酬
明細書の審査の一環とし
て一定の高額な調剤報酬
明細書について保険者が
審査支払機関に請求でき
るものであるが、再審査
を請求できる調剤報酬明
細書の点数上の基準を下
げることは、審査に要す
る事務量、費用の負担等
の問題があることから困
難である。

・回答では、事務量、費
用負担等の観点から困難
であるとされているが、
要望内容は、明らかに請
求ミスと思われるもので
あっても再審査請求がで
きないことは不合理とし
ている。診療報酬明細書
と同様にする観点から、
この点について具体的な
対応策を改めて検討さ
れ、示されたい。

ｃ,ｆ Ⅳ

調剤報酬明細書のみを点
検して把握できるミスで
あれば、再審査請求を待
たずに、2000点未満で
あっても点検・査定を
行っている。

２０００点未満の調剤報
酬明細書の保険者の申し
出による再審査について
検討し、平成１６年度中
に結論を得ることについ
て見解を示されたい。

b Ⅳ

2000点未満の調剤報酬明
細書の保険者の申し出に
よる再審査については、
その方策と事務費負担の
在り方について検討し、
平成１６年度中に結論を
得る。

5102 5102110
(社)日本経済
団体連合会 11

調剤報酬明細書
の再審査請求の
基準撤廃

調剤報酬明細書について
は、合計点数が2000点未
満である場合、社会保険
診療報酬支払基金等に対
して再審査請求ができな
い。診療報酬明細書と同
様に、基準を撤廃すべき
である。

厚生労働省

財形事務代行の委託並び
に受託に関する要件を緩
和すべきである。委託主
体については、資本金や
雇用勤労者数の要件（資
本金3 億円、常時雇用す
る勤労者数が300 人等）
を外し、全ての企業が財
形事務を自由に委託可能
とすべきである。また、
受託主体については、現
行の中小企業団体関連要
件を廃止し、①約款等に
おいて、委託事務の処理
を行うことができる旨の
定めがあること、②委託
事務の処理については、
その他の業務に係る経理
と区別し、特別の勘定を
設けて経理しているこ
と、③委託事務処理を健
全に運営するに足りる経
営基盤を有し、安定的に
かつ継続して行うもので
あること、等の要件を満
たすものについては、事
業主団体ではない法人企
業にも財形事務代行の受
託を認めるようにすべき
である。

厚生労働省(社)日本経済
団体連合会 5

勤労者財産形成
制度の見直し(事
務代行)

5102050

財形法上、事業主が金融
機関等に対し行うことと
されている事務の代行に
ついては、事業主の規模
にかかわらず、委託する
ことができる旨を明確化
し、周知することについ
て検討し、結論を得て、
平成15年度中に実施され
ることについて見解を示
されたい。

ａ Ⅳ

財形法上、事業主が金融
機関等に対し行うことと
されている事務の代行に
ついては、事業主の規模
にかかわらず、委託する
ことができる旨を明確化
し、周知することについ
て検討し、結論を得て、
平成15年度中に実施す
る。

ｂ

Ⅳ
（又
は
Ⅰ）

　現行制度の下でも、事
業主の管理運営責任を前
提として、事業主と財形
事務に係る外注先との責
任関係を明確にした上
で、控除額や払込額の計
算等をはじめ一定の財形
事務を外注することは可
能であると考えている。
　近年、分社化等の会社
組織の再編が進み、福利
厚生事務の外注が一般化
している中で、御要望の
趣旨を十分踏まえ、財形
事務代行団体以外の者に
対する財形事務の外注に
係るルールを平成１６年
度中にお示しできるよ
う、努力してまいりた
い。
　また、事務代行制度自
体の見直しについては、
事業主が勤労者の福利厚
生のために一定の役割を
負うことを前提として構
築されている財形制度に
おいて、財形事務の処理
の点で困難を伴うと考え
られる中小企業に対する
特別な支援として設けら
れている事務代行団体制
度の意義をはじめ、財形
制度が前提としている事
業主の果たすべき役割に
ついての総合的な検討を
要するため、基本問題懇
談会における財形制度全
般の改善に係る検討の中
で取り扱う必要があると
考える。
　基本問題懇談会におい
て、財形制度全般に係る
見直しについて、中間的
な見解を取りまとめてい
ただくのは、早くとも平
成１６年夏以降になるも
のと考えおり、また、事
務代行団体の委託及び受
託に係る要件の見直しに
当たっては、税務当局と
の調整も必要となること
から、関係法令の改正等
が必要となった場合に要
する時間を考えると、財
形事務代行制度の見直し
を平成１６年度までに実
施することは困難であ
る。

5102z0900610
勤労者財産形成
制度の見直し(事
務代行)

勤労者財産形成
促進法第１４条
の２、同施行令
第４２条の３、
同施行規則第２
５条の３

　中小企業における財形
制度の普及促進を図るこ
とを目的として、厚生労
働大臣の指定を受けた事
業主団体については、そ
の構成員である中小企業
事業主の委託を受けて財
形事務を代行することが
できることとしている。

　財形事務代行の委託及
び受託に関する要件緩和
等の事務代行制度の改善
については、労働政策審
議会勤労者生活分科会等
においても意見が出され
たことを踏まえ、財形制
度全般にわたる改善策に
ついて検討するため、本
年６月６日に、同分科会
に基本問題懇談会を立ち
上げたところである。今
後は、同懇談会の検討結
果を踏まえ、財形制度全
体の見直しを行うことを
予定しており、その中で
財形事務代行制度の見直
しについても検討してま
いりたい。

①財形制度全般に関する
基本問題懇談会における
検討結果を踏まえ、財形
事務代行制度の見直しに
ついても検討するとの回
答であるが、平成16年度
までに実施することの可
否について改めて検討い
ただきたい。
②また、財形事務代行の
問題を、財形制度全般に
関する検討とは別に先行
して実施することの可否
についても検討いただき
たい。

ｂ Ⅰ
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